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青森県ＬＣＣ試算手法及び施設評価手法

青森県総務部行政経営推進室 ＦＭ担当

日本ファシリティマネジメント推進協会

－ JFMA FORUM ２００７ －
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本日の発表内容と説明者

� 青森県のこれまでのＦＭの取組
青森県 駒井 裕民

� 青森県ライフサイクルコスト試算手法
青森県 佐藤 康治

� 青森県施設評価手法
株式会社 ＮＴＴファシリティーズ 高原 紘之

� 今後の取組とＦＭツールの活用
青森県 駒井 裕民
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青森県のこれまでのＦＭの取組
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青森県の県有施設の概況（平成１７年度末）
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・棟数 約４，４００棟、延床面積 約２２８万m2

・平成２４年度には、築後３０年が全体の半数を超える
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県有施設を取り巻く状況

・財政状況の悪化
・行財政改革の徹底・加速
・人口減少 平成２２年にはピークから約５％減
・青森県環境マネジメントシステム

ＦＭ手法の導入

県の状況

県有施設の状況

・これまで約３３年で建替
•新規施設の着工凍結
•築後３０年を超える施設の増加
•施設管理が個別分散
•標準的な管理運営方法や水準がない
•対症療法的な修繕→施設間格差

施設・設備等をはじめとする財産を経営資源としてと
らえ、経営的視点に基づき、総合的・長期的観点から
コストと便益の最適化を図りながら、財産を戦略的か
つ適正に管理・活用していくという手法
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ＦＭの取組の経緯（１／２）

� 平成１３年度
青森県行政改革大綱（第３次）における位置づけ

【取組方策】県有財産の有効活用等

� 平成１４年度
平成１４年度政策形成推進調査研究事業【調査研究テーマ】

ＦＭ（ファシリティマネジメント）を活用した県有施設の効果的な管理
運営手法の導入に関する調査研究

� 平成１５年度
提案者事業実施制度（庁内ベンチャー制度）

知事等で構成される「庁内ベンチャー選考会」により提案が採択され、
速やかな実施の指示。

県有施設管理運営におけるファシリティマネジメント導入推進事業
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ＦＭの取組の経緯（２／２）
� 平成１６～１７年度
ファシリティマネジメント導入推進事業

行政経営推進室ファシリティマネジメント担当（５名）として事業に着手。

青森県行政改革大綱（平成１６年１２月改定）における位置づけ

Ⅰ 自主自立の青森県づくりを支える行財政基盤の確立
５ 公共工事コスト等の縮減及び県有資産の総合的な利活用
(2) 施設の維持管理コストの縮減と県有資産の総合的な利活用
ア ファシリティマネジメント及びアセットマネジメントの導入

� 平成１８年度
ファシリティマネジメント推進事業

行政経営推進室ファシリティマネジメント担当（５名）として事業を推進。
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「ファシリティマネジメント導入推進事業」 （Ｈ１６～１７）

１ 事業目的
県有施設の総合的・戦略的な経営管理を行うファシリティマネジメントの導入
を促す。

２ 事業概要と成果
（１）施設維持管理業務適正化
２ヵ年累計 約２億６千万円削減

（２）施設情報システムの整備
８７施設で稼動

（３）普及啓発活動
ＦＭ研修会の実施

（４）具体的手法の確立
ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）試算手法・施設評価手法の開発

（５）民間施設への外部展開
民間事業者が民間施設（空きビル等）のコンバージョン（用途転換）事業を
展開し施設再生市場の創出を目指すビジネスモデルの構築
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「ファシリティマネジメント導入事業」 （Ｈ１８～）

１ 事業目的
県有施設の総合的・戦略的な経営管理を行うファシリティマネジメント
について、本格実施に向けた推進を促す。

２ 事業概要
４つの基本的柱
１）維持管理費等のコストの削減

２）施設管理の標準化と水準の確保等による適正運用

３）戦略的な資産活用による資産管理

４）新たな施設経営手法

→ 総合的・戦略的な経営管理の確立
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「ファシリティマネジメント導入事業」 （Ｈ１８～）

３ 事業内容
（１）県有施設利活用の総合調整

１）県有施設利活用調整会議の設置・運営

２）県有施設利活用方針の策定

（２）新たな施設経営手法の確立

公民連携による公共目的の県有財産利活用手法の検討

（３）施設維持管理業務の適正化

（４）施設情報システムの整備

全県有施設（県営住宅及び職員公舎を除く）に導入・稼動

（５）業務支援及び普及啓発活動

実務研修会及び講演会

（６）民間施設への外部展開
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ライフサイクルコスト試算手法
施設評価手法

青森県県有施設利活用方針
（平成１９年４月予定）

経営管理のためのＦＭツール

� 保有総量縮小

� 効率的利用

� 長寿命化

実行するためのツール

方針の策定

建て替え中心 総量縮小・既存ストック利活用への転換

� 施設保有目標量の設定が可能

� 施設性能の把握が可能

� 施設の選択が可能
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ＦＭツール
青森県ＬＣＣ試算・施設評価手法の開発
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青森県ＬＣＣ試算手法及び施設評価手法開発者

� 社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会

公共施設ＦＭ研究部会

赤川 寛 （株式会社 ＮＴＴファシリティーズ）

高原 紘之 （株式会社 ＮＴＴファシリティーズ）

平間 秀輝 （株式会社 日本設計）

神林 弘行 （株式会社 松田平田設計）

大武 通伯 （有限会社 ＬＣ企画）

開発時点（平成18年2月）



行政経営推進室FM担当
14

青森県ライフサイクルコスト試算手法
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県有施設全体の３０年間の現状ＬＣＣを集計

手法の目的

財政負担の軽減と平準化に向けたシミュレーション

資産戦略に基づいたＬＣＣの適正化

（１）ライフサイクルコスト試算手法の考え方
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（１）ライフサイクルコスト試算手法の概要

� 公有財産台帳に掲載されている各施設の主要な棟

（知事庁舎、教育庁舎、警察庁舎、学校校舎、体育館等）

＜対象外＞

� 倉庫、車庫などの付属建物

� 職員公舎、県営住宅

� 木造建物、大型鉄骨造建物

� 交通・流通施設

� 畜舎・養殖場などの農林水産施設（試験研究施設は除く）

� 環境保全施設

対象施設
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（２）LCCスタディの設定条件と結果

シナリオＡ　：現状（現在の施設量保持）

４０年 ５,７７１億円
改 築 （１９２億円／年）

シナリオＢ　：Ａに加え統廃合（行革等による施設減）

５,５６７億円 △２０４億円
（１８５億円／年） （△７億円／年）

施設減

シナリオＣ　：Ｂに加え施設長寿命化（６０年または８８年使用）

４,９０８億円 △８６３億円
６０年 （１６３億円／年） （△２９億円／年）

長寿命化改修 改 築 ８８年の場合

シナリオＤ　：Ｃに加え総量縮小（人口推計をベースに５％縮小）

４,５７５億円 △１,１９６億円
（１５２億円／年） （△４０億円／年）

総量縮小

ＬＣＣシミュレーションの設定条件
30年間の保有コスト
（単純平均）

効果額（Ａとの比較）
（単純平均）
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長改築大改修体育館（1981以前）

長改築中改修長改修体育館（1982以降）

長改築中改修長改修中改修校 舎（1982以降）

長改築中改修長改修中改修庁 舎（1982以降）

長改築延改修中改修校舎（1972～1981）

長改築延改修中改修庁舎（1972～1981）

長改築大改修中改修校 舎（1971以前）

長改築中改修庁 舎（1971以前）

シナリオC
シナリオD

改築大改修体育館（全年代）

改築大改修中改修校 舎（全年代）

改築中改修庁 舎（全年代）

シナリオA
シナリオB

88604540302520種別

（凡例） 中改修

大改修 長改修

改築

長改築

：改築（一般施設）

：改築（長期使用施設）

：中規模改修

：大規模改修 ：長寿命化改修

延改修 ：延命化改修

（２）LCCスタディの改修・改築周期設定
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patternA

patternB

patternC

patternD

シナリオA
シナリオB
シナリオC
シナリオD

シナリオ別の比較

シナリオB： △２０４億円（△ ７億円／年）

シナリオC： △８６３億円（△２９億円／年）

シナリオAと比較した効果額

シナリオD：△１，１９６億円（△４０億円／年）

（２）LCCスタディ結果（経年）（億円）

行財革
抑制後
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□ 設定条件（建物の概要）

維持管理費・光熱水費
改修費・改築費

光熱水費

年代特性（仕様の類型化）
光熱水費・改修費

地域特性
光熱水費

用途特性
維持管理費・光熱水費
改修費・解体費・改築費

目的

A～D

A～D

A～D

A～D

A～D

使用シナリオ

なし

あり

なし

あり

2000年代

1990年代

1980年代

1970年代

むつ

八戸

弘前

青森

体育館

校舎

庁舎

設定内容

用途

冷房設備

浄化槽設備

建設年代

地域

項目

（２）LCCスタディにおける設定条件
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□ 設定条件（改修・改築等）

体育館校舎庁舎

１００

８８

６０

８８

－

６０

４０

４０

１００

８８

６０

６０

－

４０

４０

４０

改築水準2

改築水準1

2002水準

改修水準3

改修水準2

改修水準1

－

－

環境調和
水準

１００

８８

６０

８８

－

６０

４０

４０

試算上の使用年数

施設整備方針
の反映

実態の反映

資産戦略の反映

施設整備方針
の反映

実態の反映

実態の反映（庁舎）

実態の反映

目的

C・D

－

A・B

－

C・D

B～D

C・D

－

C・D

A・B

A・B

－

A～D

使用シ
ナリオ

長期使用施設

一般施設

従来改築

賃貸

譲渡

解体

長寿命化改修

（任意設定）

延命化改修

従来改修

なし

なし

あり

設定内容

８２～

７２～８１

摘要
建設年

改築・賃貸

大規模改修

中規模改修

項目

（２）LCCスタディにおける設定条件
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１）改修内容の詳細【庁舎】

外調機+全熱交換機経由第３種機械換気方式外気処理方式（換気方式）

OAフロア＋タイルカーペット・OA電源なしIT対応

防災対策加算
電気設備分類（甲）、機械設備分類（甲）

なし長寿命化対応

エレベーターなしバリアフリー対応

あり

最適システム
（冷房あり）

ファンコンベクター（風量制御あり）

Hf型蛍光灯（初期照度補正、昼光利用制御）

複層Low-eガラス・気密機構サッシュ

外８０mm

外１００mm

磁器質タイル

ウレタン塗膜防水

長寿命化改修（８８年使用）

あり／なし

温水ボイラー
（冷房あり：冷温水発生機）

ファンコンベクター（風量制御あり）

Hf型蛍光灯

複層ガラス・気密パッキンサッシュ

内３０ｍｍ

外５０ｍｍ

既存仕上更新

ウレタン塗膜防水

延命化改修（６０年使用）

冷房

熱源

放熱器

空調方式

照明器具照明方式

外部建具

壁等厚

屋根厚断熱材

外壁

屋根

技術項目

（２）LCCスタディにおける改修仕様例
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改修費
5.1%

修繕費
2.1%

維持費
23.7%

建設費
42.4%

光熱水費
21.8%

解体費
2.8%

企画設計
2.0%

庁舎（40年使用）
LCC=3,171百万円
年平均：79.3百万円

県有施設（庁舎）
の平均的なＬＣＣ

※LCC試算ツールにて算出

（２）ＬＣＣ試算結果（単体モデル施設）

改修費
19.4%

修繕費
2.2%

維持費
24.2%

建設費
28.8%

光熱水費
22.2%

解体費
1.9%

企画設計
1.4%

改修費
23.9%

修繕費
2.4%

維持費
26 .6%

光熱水費
23.0%

解体費
1.4% 企画設計

1.0%
建設費
21.6%

庁舎（88年使用）
LCC=6,217百万円
年平均：70.6百万円

庁舎（60年使用）
LCC=4,667百万円
年平均：77.8百万円

長く使うほど、改修費の比率が大きく
なるが、年平均LCCは最小となる。
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校舎（40年使用）
LCC=2,521百万円
年平均：63.0百万円

県有施設（校舎）
の平均的なＬＣＣ

※LCC試算ツールにて算出

（２）ＬＣＣ試算結果（単体モデル施設）

校舎（88年使用）
LCC=4,213百万円
年平均：47.9百万円

校舎（60年使用）
LCC=3,153百万円
年平均：52.6百万円

長く使うほど、改修費の比率が大きく
なるが、年平均LCCは最小となる。

改修費
24.0%

修繕費
4.3%

維持費
4.9%

光熱水費
14.1%

解体費
4.8% 企画設計

2.2%

建設費
45.8%

改修費
30.0%

修繕費
5.1%

維持費
5.9%

光熱水費
16.8%

解体費
3.8% 企画設計

1.8%

建設費
36.6%

改修費
38.5%

修繕費
5.6%

維持費
6.4%

光熱水費
17.9%

解体費
2.8% 企画設計

1.3%

建設費
27 .4%
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■ 開発における基本的な考え方

� 所有する施設全体の算出を可能にする事

� 様々なシミュレーションを簡単におこなえる事

� プログラミングに極力依存しない簡便なシステムにする事

� 計算結果は表・グラフでわかりやすい表示にする事

� 表計算ソフトで開発

� 改修シナリオのパターン化

建物概要（用途、地域、竣工年、設備仕様）

将来予想（改修・改築内容及び周期、資産戦略等）

� LCC各要素の標準原単位は㎡単価でセット

（３）ライフサイクルコスト試算ツールの概要
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(EXCELブック１)

LCC標準原単位データ

LCCのシナリオパター
ンをあらかじめ定義

シートＡ

建物毎にシナリオパター
ン等を選択しシミュレー
ションデータをセット

計算結果の集
計とグラフ

＜LCCの計算と集計＞
※１ﾌﾞｯｸで複数建物の計算可能

(EXCELブック２)

シナリオパターン
の定義

シミュレーショ
ンセット

合計

シートＢ シートＣ

＜更に上位の集計＞
LCC集計
ファイル名 合計 グラフ

上位集計するEXCEL
ブック名を指定

集計結果を要
素別に表示

集 計 結 果
のグラフ

(EXCELブック３)

シートＤ シートＥ シートＦ

（３）試算ツールの全体構成
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あらかじめ予想されるシナリオのパターンを事前に登録し、

入力の簡便化を図る

（３）ブック２シートAの入力例
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入力する建物データは建物名･建設年・床面積・パターンだけ

（３）ブック２シートBの入力例
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 庁舎－青森－A

工事費
53%

修繕費

2%

維持費
23%

光熱水費
22%
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工事費 修繕費 維持費 光熱水費

（３）ブック２シートCのアウトプット例

計算結果は経年推移と内訳グラフでわかりやすいアウトプット
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地域集計や用途集計など更に上位の集計も可能

（３）ブック３（上位集計）のアウトプット例

（億円）
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庁舎－八戸－A 工事費

庁舎－青森－A 工事費

庁舎－弘前－A 工事費

庁舎－むつ－A 工事費

体育館－むつ－A 工事費

体育館－八戸－A 工事費

体育館－青森－A 工事費

体育館－弘前－A 工事費

校舎－八戸－A 工事費

校舎－青森－A 工事費

校舎－弘前－A 工事費

校舎－むつ－A 工事費



行政経営推進室FM担当
31

� 延命化、長寿命化を図った場合のライフサイクルＣＯ2（庁舎）

（４）延命化等による環境負荷の低減

６３．５８６９．２４８２．８８合計

１９．３１３．６４－削減効果（対40年使用）

０．９６１．４１２．１２解体

４．４６４．４６４．４６維持管理・一般廃棄物

３１．０１３３．５２３５．９６運用エネルギー

１５．３７１２．５６１４．４１修繕・改修

１１．７８１７．２９２５．９３新築

88年使用60年使用40年使用

単位：kg-CO2/年m2

・青森県十和田合同庁舎（1981年築、延床4,129.31m2）をモデルとして算定
・建築物のＬＣＡツールver4.01を使用（算定は、地業、躯体、主要仕上、建具、断熱、標準設備のみ）
・運用エネルギーは平成16年度実績値。環境対策工事による運用エネルギー改善率等は青森県環境
負荷低減手法選択シートによる。

合同庁舎１棟で、年間約８０ｔ のＣＯ2排出量削減が可能（88年使用の場合）
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青森県施設評価手法
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県有施設の性能と価値の把握

施設再生や転用など利活用・廃棄に向けた適合性の判定

評価に基づく資産戦略の実行と総量縮小の実現

（１）資産戦略と施設評価手法の考え方
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（１）資産戦略と施設評価手法の考え方

検討の進め方

¾ 評価対象施設選定

¾ 資産活用パターンの整理

¾ 評価の観点、評価項目、指標の用意

¾ モデル施設評価・検証

¾ 施設評価シート構築
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対象施設

施設評価の対象とする建築物

（１）資産戦略と施設評価手法の考え方

� 県営住宅

� 交通・流通施設

� 畜舎・養殖場などの農林水産施設（試験研究施設は除く）

� 環境保全施設

� 通常人が活動していない施設

� 倉庫・車庫などの付属建築物

対象外

� 原則全ての県有建築物
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◎‥高い
○‥比較的高い、一定レベル以上
×‥低い、一定レベル以下
－‥特性対象外
※‥詳細項目毎に異なる

［凡例］

施設評価の結果、適合性の高い活用パターンの中から戦略を決定の上、実行する。

（１）資産戦略と施設評価手法の考え方

対象となる施設特性

建物を解体し、土地のみの状態で売却
あるいは運用すること

建物は現在の状態で土地とともに売却
すること

施設を現状のままで、ＮＰＯや民間等に
貸し付けること。

現状のまま、効率的・効果的な管理や修
繕を行い、大事に使うこと。

躯体の補強と内外装の必要な更新を行
い長寿命化を施すこと。

異なる用途に変更すること。大規模改修
を行う場合は含まない。

既存の施設を取壊し、新たな施設を建築
すること。

定義

×

◎

◎

○

○

○

※

外部

需要

×

×

×

◎

○

×

○

利用

状況

×

×

○

○

-

-

-

管理

効率

×

○

○

○

×

○

×

建物

性能

×解体

×売却

×運用

◎維持

○再生

○転用

○建替

内部

需要

対象となる施設特性

建物を解体し、土地のみの状態で売却
あるいは運用すること

建物は現在の状態で土地とともに売却
すること

施設を現状のままで、ＮＰＯや民間等に
貸し付けること。

現状のまま、効率的・効果的な管理や修
繕を行い、大事に使うこと。

躯体の補強と内外装の必要な更新を行
い長寿命化を施すこと。

異なる用途に変更すること。大規模改修
を行う場合は含まない。

既存の施設を取壊し、新たな施設を建築
すること。

定義

×

◎

◎

○

○

○

※

外部

需要

×

×

×

◎

○

×

○

利用

状況

×

×

○

○

-

-

-

管理

効率

×

○

○

○

×

○

×

建物

性能

×解体

×売却

×運用

◎維持

○再生

○転用

○建替

内部

需要

対象となる施設特性

建物を解体し、土地のみの状態で売却
あるいは運用すること

建物は現在の状態で土地とともに売却
すること

施設を現状のままで、ＮＰＯや民間等に
貸し付けること。

現状のまま、効率的・効果的な管理や修
繕を行い、大事に使うこと。

躯体の補強と内外装の必要な更新を行
い長寿命化を施すこと。

異なる用途に変更すること。大規模改修
を行う場合は含まない。

既存の施設を取壊し、新たな施設を建築
すること。

定義

×

◎

◎

○

○

○

※

外部

需要

×

×

×

◎

○

×

○

利用

状況

×

×

○

○

-

-

-

管理

効率

×

○

○

○

×

○

×

建物

性能

×解体

×売却

×運用

◎維持

○再生

○転用

○建替

内部

需要

対象となる施設特性

建物を解体し、土地のみの状態で売却
あるいは運用すること

建物は現在の状態で土地とともに売却
すること

施設を現状のままで、ＮＰＯや民間等に
貸し付けること。

現状のまま、効率的・効果的な管理や修
繕を行い、大事に使うこと。

躯体の補強と内外装の必要な更新を行
い長寿命化を施すこと。

異なる用途に変更すること。大規模改修
を行う場合は含まない。

既存の施設を取壊し、新たな施設を建築
すること。

定義

×

◎

◎

○

○

○

※

外部

需要

×

×

×

◎

○

×

○

利用

状況

×

×

○

○

-

-

-

管理

効率

×

○

○

○

×

○

×

建物

性能

×解体

×売却

×運用

◎維持

○再生

○転用

○建替

内部

需要
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満足度

効率性

利用度

文化的価値

地域特性

遵法性

経済的価値

周辺施設

地域インフラ

物理的価値

耐久性

環境対応性

可変性

機能性

安全性

性能等

利用者満足度、職員満足度

維持管理費効率、光熱水費効率

施設利用状況

施設の文化的価値

雪対策

集団規定適合

立地条件、施設全体劣化度

近隣の公共施設の数

駐車場、道路アクセス

敷地面積、延床面積、最大増床可能面積

残存年数値、建築劣化度、設備劣化度

省エネルギー

フレキシビリティー

バリアフリー対応、情報化対応、

遵法性、防災対策、防災・防犯

項目例
利用調整評価

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

資産

○

○

利用度

○

○

○

可変性

外部需要

管理効率

内部需要

利用状況

建物性能

評価の観点

（２）施設評価指標 （評価の観点）
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建替

ⅢⅢ機械設備劣化度

ⅢⅢ電気設備劣化度

ⅢⅢ建築劣化度

ⅢⅢ残存年数

ⅢⅢ環境配慮対応度

ⅢⅢ情報化対応

ⅢⅢ情報化対応（OAﾌﾛｱ）

ⅢⅢバリアフリー対応③

ⅢⅢバリアフリー対応②

ⅢⅢバリアフリー対応①

ⅢⅢ防災・防犯

ⅢⅢ耐震性能

ⅢⅢ避難（遵法性）

ⅢⅢ設備（遵法性）

ⅢⅢ構造（遵法性）

各評価項目に対するレベル判定によって資産戦略への適合性を判定する。

（２）施設評価指標 （1/2）

レベル判定の見方：Ⅰ‥低、Ⅱ‥中、Ⅲ‥高
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－ⅢⅡⅠⅢⅡⅠ－－－－敷地面積

－ⅢⅡⅠⅢⅡⅠ－－－－延床面積
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Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

維持

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅱ

－

－

－

－

－

－

Ⅱ

Ⅱ

再生

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

転用

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

建替

Ⅲ雪対策

Ⅲ集団規定適合

ⅢⅢ近隣の公共施設の数

ⅢⅢ駐車場

ⅢⅢ道路アクセス

ⅢⅢ最大増床可能面積

ⅢⅢ階高

ⅢⅢ地震力

ⅢⅢ床積載荷重

ⅢⅢ職員満足度

ⅢⅢ利用者満足度

Ⅲスペース利用度

光熱水費効率

維持管理費効率

ⅢⅢ立地条件

（２）施設評価指標 （2/2）
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（２）施設評価指標 例

建設年が1981年以前で耐震補強済（基準法を上回る耐
力）または新耐震基準による建築（基準法を上回る耐力）

Ⅲ

建設年が1981年以前で耐震補強済または新耐震基準に
よる建築（通常）

Ⅱ構造

建設年が1981年以前で未補強改修または未診断Ⅰ

建物性能
（安全性）

偏差値55を上回るⅢ

偏差値45-55Ⅱ

維持管理
費効率

円/㎡・年

偏差値45未満Ⅰ

効率性



行政経営推進室FM担当
41

施設評価の試行を目的として、庁舎・学校を対象としたモデル施設評価を実施した。

弘前市馬屋町６番地２1969学校弘前工業高校（管理棟）4

青森市新城平岡２６６番地２０1988学校青森西高等学校3

青森市荒川藤戸１１９番地７1989庁舎社会教育ｾﾝﾀｰ2

十和田市西十二番町１２０番地２1981庁舎十和田合同庁舎1

所在地竣工用途施設名

モデル施設評価対象施設

弘前工業高校（管理棟）は２００３～４年に大規模改修実施済

（３）モデル施設評価 対象
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（３）モデル施設評価 役割

モデル施設評価施設評価における調査担当者

○施設評価根拠用偏差値

営繕＋FM●○環境調和建築チェック

営繕＋FM●○劣化度調査

利用者＋職員●○施設満足度調査

施設＋FM●○バリアフリー調査

営繕＋FM●○営繕管理者調査

施設管理者●○施設管理者調査

棟概要シート

施設管理者●○施設概要シート

FM営繕技術施設管理

○‥主担当 ●‥内容確認

モデル施設評価は県職員とJFMA公共施設研究部会メンバーにて行った。
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1.十和田合同庁舎

3.青森西高等学校

（３）モデル施設評価 結果（1/3）

2.社会教育センター

4.弘前工業高校
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スペース利用度

利用者満足度職員満足度
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スペース利用度

利用者満足度職員満足度
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スペース利用度

利用者満足度職員満足度

0

20

40

60

80

100

スペース利用度

利用者満足度職員満足度

（３）モデル施設評価 結果（2/3）

1.十和田合同庁舎

3.青森西高等学校

2.社会教育センター

4.弘前工業高校
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1.十和田合同庁舎

3.青森西高等学校

2.社会教育センター

4.弘前工業高校

（３）モデル施設評価 結果（3/3）
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道路アクセス駐車場

近隣の公共施設の数

集団規定適合

雪対策
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各モデルの施設評価結果は以下である。
評価結果として各利活用パターンへの適合性が判定される。

（３）モデル施設評価 適合性判定

1.00.0 0.5 0.7 0.9×

判定適合性判定適合性判定適合性判定適合性

×0.12×0.16×0.12×0.24解体

○0.71○0.74○0.74○0.74売却

○0.75○0.75○0.81○0.72運用

○0.87○0.87○0.87○0.74維持

△0.61×0.33△0.56△0.61再生

○0.84○0.76○0.84○0.76転用

×0.36×0.29×0.36×0.39建替

弘前工業高校青森西高校社会教育ｾﾝﾀｰ十和田合同庁舎

判定適合性判定適合性判定適合性判定適合性

×0.12×0.16×0.12×0.24解体

○0.71○0.74○0.74○0.74売却

○0.75○0.75○0.81○0.72運用

○0.87○0.87○0.87○0.74維持

△0.61×0.33△0.56△0.61再生

○0.84○0.76○0.84○0.76転用

×0.36×0.29×0.36×0.39建替

弘前工業高校青森西高校社会教育ｾﾝﾀｰ十和田合同庁舎

△ ○ ◎

適合性判定の指標値

判定適合性判定適合性判定適合性判定適合性

×0.12×0.16×0.12×0.24解体

○0.71○0.74○0.74○0.74売却

○0.75○0.75○0.81○0.72運用

○0.87○0.87○0.87○0.74維持

△0.61×0.33△0.56△0.61再生

○0.84○0.76○0.84○0.76転用

×0.36×0.29×0.36×0.39建替

弘前工業高校青森西高校社会教育ｾﾝﾀｰ十和田合同庁舎
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（４）施設評価シート 構成

施設評価結果シート

施設概要シート

棟概要シート

バリアフリー調査結果シート

施設満足度調査結果シート

劣化度調査結果シート

環境調和建築チェックシート

施設評価用偏差値シート

③ 判定根拠データ

② 調査結果

① 基礎データ

参照

基
礎
デ
ー
タ
・調
査
結
果
入
力
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構造（遵法性）

設備（遵法性）

避難（遵法性）

耐震性能

防災・防犯

バリアフリー対応①

バリアフリー対応②

バリアフリー対応③

情報化対応（OAフロア）

情報化対応

環境配慮対応度

残存年数

建築劣化度

電気設備劣化度

機械設備劣化度

敷地面積

延床面積

立地条件

維持管理費効率

光熱水費効率

資産価値

資産価値レーダーチャート

（４）施設評価シート 評価結果・グラフ
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利用者満足度職員満足度
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床積載荷重（フレキシビリティー）

地震力（フレキシビリティー）

階高（フレキシビリティー）

最大増床可能面積

道路アクセス駐車場

近隣の公共施設の数

集団規定適合

雪対策

利用効率・満足度レーダーチャート

可変性・需要レーダーチャート

（４）施設評価シート 評価結果・グラフ

利用効率・満足度、可変性・需要等
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（４）施設評価シート 適合性と判定

1.00.0 0.5 0.7 0.9× △ ○ ◎

×0.21解体

△0.61売却

△0.66運用

△0.55維持

○0.79再生

△0.68転用

×0.41建替

判定適合性

適合性と判定

適合性判定の指標値
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今後の取組とＦＭツールの活用
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平成１９年度の新規（拡充）事業

県有施設利活用の総合調整の推進を図る。

（１）施設アセスメントの実施

（２）保有コストの検証

（３）全庁横断的な利活用及び共同利用の調整

（４）執務スペースの標準化

（５）不用施設の売却促進

（６）募集提案方式による民間事業者への売却等

（７）設備機器のコスト削減
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売却等の

資産活用

県利用の

保持

売却等の

資産活用

県利用の

保持

＜施設アセスメントの実施＞

施設アセスメント

《施設管理者⇒ＦＭ統括》

利用調整／資産戦略・中期実施計画立案
《ＦＭ統括 ⇔ 関係課》

決定・実行
次の実施
サイクル

現
在
の
施
設
保
有
量

利活用パターン選定

【評価項目】
・建物性能
・資産価値
・利用状況
・管理効率
・利用者満足

売却等

売却等

再生

転用

建替

維持

再生

建替

転用

再生

建替

転用

【利用調整】
・施策推進・事業実施状況
・新規施設需要動向
・出先機関等と建物等の組合せ
・スペース可変性等

資産構成の整理

優先順位に
基づく実施

積極的な
売却等処分

コスト検証

低

低

高

高建物性能

利
用
ニ
ー
ズ

売却等

維持

総
量
縮
小

総
量
縮
小

維持

財
政
状
況

←

Ｌ
Ｃ
Ｃ
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
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財政状況等反映

保有コストの検証
財政負担予測

保有コスト水準・総量縮小
仮説シナリオ立案（見直し）

ＬＣＣシミュレーションによる
仮説シナリオの検証

各施設の利活用想定による
実行シナリオ立案（見直し）

資産戦略の実施・決定

転用維持

建替再生

利用調整等

施設の資産戦略の
立案（見直し）

ＬＣＣシミュレーションによる
戦略案の検証

＜資産戦略の立案・実施と保有コスト検証サイクル＞

ライフサイクルコスト試算手法 施設評価手法凡例

売却・運用

施設
アセスメント
実施

優
良
施
設

集
中
投
資

施
設
毎

利
活
用

パ
タ
ー
ン
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パターン別のLCC把握 シナリオA
シナリオB
シナリオC
シナリオD

700

500

100

300

500

700

100

300

（億円）

2010 202520202015 2030

（年度）

シナリオDでも経費負担が突出

LCC平準化の検討

シナリオDを平準化
・施設評価実施による施設の選択、総量縮小
・劣化度調査等による優先順位付け

平準化ライン

行財革
抑制後

＜LCC把握から平準化の検討へ＞
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ホームページ＆展示ブース

� 「青森県のファシリティマネジメント」ＵＲＬ
http://www.pref.aomori.lg.jp/facility-m/

� 展示ブース

・パネル展示

青森県ファシリティマネジメントの取組

インハウスエスコ事業

・デモンストレーション

ＦＭツール

・青森県産木材展示 など


